
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・長野県廃棄物処理計画（第４期）に基づき、一般廃棄物の減量化を進めていく。
・一般廃棄物の排出量削減に向け、地域の実状に応じた取組を市町村等とともに協議し、実施する。
・市町村担当者を対象とした研修を実施するなど、必要な技術援助を行う。

目標に対
する成果
の状況

・１人１日当たり一般廃棄物の排出量については、直近のH27年度実績では836ｇとなり、削減量が２ｇにとどまったことにより目標達成には
至らなかったが、２年連続で排出量が全国一少ない都道府県となった。
・市町村支援事業は、新任担当者研修会及び一般廃棄物処理実務セミナー等において、市町村等との意思疎通、技術的支援を実施す
ることができた。

 概算事業費（B（A）+C） 19,513 18,689 18,830

17,094 17,094

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

達成149人 160人 164人

1人1日あたり一般廃棄物排出量

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

概　算
人件費

2.16 2.16 2.16

17,876

1,506 1,542

Aの
財源

1,595 1,736

0 0 0

260

0 0

1,334 1,338 1,476

303 257

1,637

施策展開

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算） （当初）

一般廃棄物処理に係る市町村支援事業 直接

・廃棄物に係る市町村新任担当者研修会の開催（2
回）
・一般廃棄物処理実務セミナーの開催（1回）
・市町村等への指導助言

82 60 182

・一般廃棄物最終処分場の立入検査等

　　　　２　循環型社会の形成 実施期間 Ｓ４６ ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

都道府県は、市町村に対し必要な技術的援助を与えること。
国、都道府県及び市町村は、国民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。
【廃棄物の処理及び清掃に関する法律】

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail junkan@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
　　３－１　低炭素で循環型の地域社会づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 検討中

人口定着・確か
な暮らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針

事業番号 06 06 02 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 一般廃棄物適正処理推進事業費 担
当
課

部局 環境部

課・局・室 資源循環推進課

補正予算 0 0

517

・１人１日あたり一般廃棄物排出量 : 815g (H27) 【H29年度800gに向け】
 ※長野県廃棄物処理計画（第三期）の目標値により算出

Ｈ28 H29
目標

H27末

996

事務経費（経常）
直接
国庫

520

合計

29年度

0 0

当初予算 1,637

・消耗品、コピー使用料等 517

1,595

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

0

目標 成果

815g
(H27)

836g
（H27）

項目 H26末

847g
(H25)

一般廃棄物処理に係る市町
村支援事業参加人数

838g
（H27）

342人

達成状況

826g
（H28）

-

965 1,034

1,542

未達成

成果目標の達成状況

1,736

循環型社会の形成を推進するために、市町村等が行う一般廃棄物の減量及び適正な処理を推進する。
成果目標　：　1人1日あたり一般廃棄物排出量　847g(H25)  →　800g（H29)

・一般廃棄物排出量は概ね順調に推移しており、本県H25年度の「1人1日あたりの一般廃棄物排出量」は少ない方から全国2位となって
いる。また、一般廃棄物処理は県民にとって身近な問題であり、関心は高いことから、県は市町村と連携して対応している。

一般廃棄物処理施設立入検査事業 直接

1,595 1,736

合計（A)


